


  

 

（２）各指標の概要 
 
ア 実質赤字比率 
   一般会計等の収支の赤字の大きさを表す実質赤字比率は、収支が黒字であったため、
昨年度と同様に数値が算定されず、「－」としています。 

 
 

 イ 連結実質赤字比率 
一般会計等に、水道事業などの企業会計や地方卸売市場事業などの特別会計も加えた

連結実質赤字比率も、収支が黒字であったため、昨年度と同様数値が算定されず、「－」
としています。 

 
 

ウ 実質公債費比率 
当該年度の公債費負担の大きさを表す実質公債費比率については、昨年度から０．６
ポイント増加し、「１３．６％」となりました。早期健全化基準である２５％のほぼ半分
の数値となっています。 

 
 

エ 将来負担比率 
   地方債残高などの負債の大きさを表す将来負担比率については、昨年度から６．６ポ

イント増加し、「１９７．９％」となりました。これは、主に分子となる将来負担額のう
ち、地方債残高が増加したことや充当可能基金の残高が減少したことなどによります。
なお、早期健全化基準である４００％を大きく下回っています。 

 
 

オ 資金不足比率 
公営企業会計の資金不足の大きさを表す資金不足比率については、水道事業などの企
業会計や地方卸売市場事業などの特別会計のいずれにおいても、資金不足が生じなかっ

たため、昨年度と同様に数値が算定されず、「－」としています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  

健全化判断比率 平成23年度決算 早期健全化基準 財政再生基準 実 質 公 債 費 比 率 （千円・％）

実質赤字 比率 - 3.75 5.00 区 分 平成21年度決算 平成22年度決算 平成23年度決算 分母比

連結実質赤字比率 - 8.75 15.00  元利償還金（公債費充当一般財源等額） (6) 90,620,610 93,784,992 99,693,878 28.2

都道府県名 三重県 実質公債費比率 13.6 25.0 35.0 満期一括償還地方債に係る年度割相当額 (7) 0 0 666,667 -

団体名 県分 将来負担 比率 197.9 400.0 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 (8) 3,671,010 3,670,232 3,622,625 1.0

実 質 赤 字 比 率 （千円・％） 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 (9) 1,313,743 1,342,311 1,364,037 0.4

会 計 名 平成23年度決算 分母比 債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） (10) 4,974,942 4,481,503 4,042,478 1.1

4,270,452 1.00 一時借入金の利子 (11) 40,171 13,033 7,526 0.0

0 標 準 財 政 規 模 (2) 401,466,941 409,142,814 411,892,788 116.5

0 算入公債費等の額 (12) 55,826,595 55,320,123 58,344,625 16.5

74 0.00 (6) ～ (11)の合計 － (12) (13) 44,793,881 47,971,948 51,052,586 14.4

0 分 母 (2) － (12)  (14) 345,640,346 353,822,691 353,548,163 100.0

0 実質公債費比率（単年度） (13) ／ (14) ×100 13.0 13.6 14.4

0 実質公債費比率（３か年平均） 12.7 13.0 13.6

0 内 訳
0 PFI事業に係るもの -

いわゆる五省協定等に係るもの -

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの 3,124,293 2,831,447 2,560,228 0.7

地方公務員等共済組合に係るもの 1,015,212 787,685 654,330 0.2

社会福祉法人の施設建設費に係るもの -

損失補償・債務保証の履行に係るもの -

引き受けた債務の履行に係るもの -

その他上記に準ずるもの 677,893 672,960 635,732 0.2

合 計 (1) 4,270,526 利子補給に係るもの 157,544 189,411 192,188 0.1

標 準 財 政 規 模 (2) 411,892,788 将 来 負 担 比 率 （千円・％）

実質赤字比率 -(1)／(2) ×100 -1.03 区 分 平成23年度決算 分母比

連 結 実 質 赤 字 比 率 （千円・％） 資金不足比率 一般会計等に係る地方債の現在高 (15) 1,240,804,931 351.0

会 計 名 平成23年度決算 分母比 平成23年度決算 債務負担行為に基づく支出予定額 (16) 31,659,820 9.0

13,827,871 3.40 - 公営企業債等繰入見込額 (17) 55,625,418 15.7

13,029,613 3.20 - 組合等負担等見込額 (18) 10,980,870 3.1

2,379,970 0.60 - 退職手当負担見込額 (19) 229,978,495 65.0

2,129,875 0.50 - 設立法人等の負債額等負担見込額 (20) 93,692 0.0

775,516 0.20 - 連結実質赤字額 (21) 0 -

3,243 0.00 - 組合等連結実質赤字額負担見込額 (22) 0 -

13,763 0.00 - 充当可能基金 (23) 35,089,370 9.9

充当可能特定歳入 (24) 17,671,097 5.0

基準財政需要額算入見込額 (25) 816,366,801 230.9

将来負担額 (26) 1,569,143,226 443.8

充当可能財源等 (27) 869,127,268 245.8

標 準 財 政 規 模 (2) 411,892,788 116.5

算入公債費等の額 (12) 58,344,625 16.5

(26) － (27)  (28) 700,015,958 198.0

分 母 (2) － (12)  (29) 353,548,163 100.0
将来負担比率 (28) ／ (29) × 100 197.9

内 訳

PFI事業に係るもの 0 -

いわゆる五省協定等に係るもの 0 -

国営土地改良事業に係るもの 8,402,422 2.4

森林総合研究所等が行う事業に係るもの 12,755,370 3.6

地方公務員等共済組合に係るもの 4,077,084 1.2

依頼土地の買い戻しに係るもの 6,169,113 1.7

社会福祉法人の施設建設費に係るもの 0 -

損失補償・債務保証の履行に係るもの 0 -

引き受けた債務の履行に係るもの 0 -

その他上記に準ずるもの 255,831 -

流域下水道事業特別会計 38,646,932 10.9

病院事業会計 14,652,348 4.1

水道事業会計 972,477 0.3

実質黒字額・資金剰余額合計 (3) 36,430,377 8.80 地方卸売市場事業特別会計 1,013,713 0.3

実質赤字額・資金不足額合計(4) 0 － その他の会計 339,948 0.1

合 計 (3) + (4)  (5) 36,430,377 地方道路公社に係る将来負担額 0 -

標 準 財 政 規 模 (2) 411,892,788 土地開発公社に係る将来負担額 0 -

連結実質赤字比率 -(5)／(2) ×100 -8.84 その他第三セクター等に係る将来負担額 93,692 0.0

※早期健全化基準及び財政再生基準は 平成２３年度決算の基準である

※黒字の場合は、比

率を（ ）書としてい

る。
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 健全化判断比率及び資金不足比率 用語解説 
 
 
１ 実質赤字比率 
 
  一般会計と一部の特別会計（母子及び寡婦福祉資金貸付事業特別会計など）を対
象として、毎年度における収支の赤字の大きさを示す指標です。 
 ※ 一般会計と一部の特別会計を合わせた概念を、以下「一般会計等」とします。 
   
             一般会計等の実質赤字額 
  実質赤字比率 ＝  
                標準財政規模 
 
 
２ 連結実質赤字比率 
 
  一般会計等に加え、企業会計と特別会計のうち公営企業に係る特別会計まで（す
なわち、全会計）も対象として、毎年度における収支の赤字の大きさを示す指標で
す。 
  なお、算定の過程で、全会計の黒字、赤字を足し合わせて、結果として赤字とな
った場合に、比率が算定されます。 

 
 
                連結実質赤字額 
  連結実質赤字比率 ＝ ――――――――――― 
                 標準財政規模 
 
 
３ 実質公債費比率 
 
  当該年度の公債費負担の大きさを示す指標です。その対象は、一般会計等の起債
に係る元利償還金のほかに、公営企業会計や一部事務組合の起債に係る元利償還金
に対する一般会計等の負担などにも広がっています。 
 ※過去３カ年平均で算定します。 
 
 
 
 
            元利償還金等 －（ 特定財源 ＋ 元利償還金等に係る交付税措置額 ） 
  実質公債費比率 ＝ ――――――――――――――――――――――――――――――― 
               標準財政規模   －   元利償還金等に係る交付税措置額 
 
 
 
 
 
 
 
 

連結実質赤字額は、全会計の黒字、
赤字を足し合わせ、トータルで赤字
となった場合に計上 

・地方債の元利償還金 
・公営企業債の元利償還金に対する一般会計等からの負担 など 

国庫支出金など元利償還金
等に充当した特定財源 
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４ 将来負担比率 
 
  これまでの財政指標には、単年度における支出額の大きさを示すフロー指標しか
なかったところですが、負債（地方債残高など）の大きさを示すストック指標とし
て、新たに設けられた指標です。 
この指標は、地方公共団体全体の会計に加えて、地方公社、第三セクターの負債
までも対象として、将来、一般会計等の負担がどの程度あるかを示すものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
             将来負担額 －（ 特定財源 ＋ 地方債現在高に係る交付税措置額 ） 
  将来負担比率 ＝ ―――――――――――――――――――――――――――――――― 
              標準財政規模   －   元利償還金等に係る交付税措置額 
 
 
 
 
 
 
５ 資金不足比率 
 
  公営企業に係る資金不足の状況を示す指標で、各会計ごとに表します。なお、決
算年度の末日において資金不足（資金の赤字）が生じている場合に数値が算定され
ます。 

 
 
 
            資金不足額 
  資金不足比率 ＝ ――――――― 
             事業規模 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・企業会計は、「流動負債－流動資産」 
・特別会計は、実質赤字の額 

営業収益－受託工事収益（本業の収入規模） 

・地方債現在高 
・債務負担行為に基づく支出予定額 
・公営企業債の償還に充てるための一般会計等からの負担見込額 
・退職手当負担見込額 
・県が損失補償等を付している出資法人の負債に対する一般 
会計等の負担見込額               など 

・将来負担額に充当した特定財源 
・将来負担額に充当が可能な基金残高 
 （財政調整基金、県債管理基金  等） 
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